

Ⅰ．はじめに

わが国は、高度経済成長によって経済大国になり、私たちの生活は豊かになりました。その一方で、大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会により、大量のゴミ（廃棄物）が排出され、これらがもたらす環境への影響が大きな社会問題となっています。この問題を解決していくためには、これまでの大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会のあり方や国民のライフスタイルを見直し、「循環型社会」に変えていく必要があります。

食品関連産業は、その原材料の多くを自然の影響を受ける農畜水産物に頼っていること。また企業活動自体が地球環境に大きな負荷をかけていること、更には家庭から出るゴミの約62%は容器包装で、その約半分が食品関連と言われていること等から、食品関連産業の携わる労働者である私たちは、企業活動、組合活動、日常生活を見直し、環境問題に取り組んでいく必要があると考えます。

連合は、1994年に環境指針を策定し、環境にやさしい労働組合活動として「連合エコライフ21」に取り組んでいます。その後1999年に改定され、中央労福協、労金協会、全労済とともに「ライフスタイル見直しを考える環境会議」を結成し、身近なことからライフスタイルの見直しの運動を進めています。その後の環境問題を巡る情勢の大きな変化をふまえた上で、今年6月、家庭、職場、地域で取り組めるよう、より実践に結びついた内容に再度見直されています。

今回、フード連合として環境問題に取り組むにあたり、環境問題全般に関しては連合環境指針に則って活動を行うこととし、食品関連産業に関係の深いものとして4つの課題（食品リサイクルの推進、容器包装リサイクルの推進、グリーン購入の推進、たばこを吸う人と吸わない人の共存する環境づくり）を取り上げ、その課題についてフード連合としての考えと取り組みをまとめ、フード連合環境指針を策定しました。

今後、身近な課題として「地域・職場の環境美化」に努めるとともに、連合環境指針とフード連合環境指針に基づいた具体的な活動についても取り組んでいきます。

環境問題は、地球に住む私たち一人ひとりが日々の生活の中で、身近なことから取り組んでいくことが必要です。一人ひとりから、家庭、職場、地域の仲間と連携を取りながら、国民的な運動とすることによって、地球環境を守り、次世代に引き継いで行きましょう。

Ⅱ．環境をめぐる情勢

2002年の6月に京都議定書を批准したわが国は、温室効果ガス６％削減（対1990年比）に向けて取り組むことが国際的な責任になっています、しかしわが国の温室効果ガス総排出量は増え続け、2001年度は90年比5.2％増という現状です。部門別にみると、民生部門[家庭・オフィス]は22.8%の増加（地球温暖化対策推進大綱の目標はマイナス2%）、運輸部門（自家用車を中心とした自動車・鉄道・航空・船舶等の交通対策・交通体系の構築）は25.2%の増加（大綱の目標は経済成長率を勘案して17%の増加に抑える）、産業部門[企業・工場]は横ばい（大綱の目標はマイナス7%）となっています。

このような状況のもと、環境問題の解決のためには、国民一人ひとりがライフスタイルや事業活動のあり方を根本から見直す必要があります。環境省は新しい社会のビジョンとして「地球と共生する『環の国』日本」を提唱し、循環型社会の形成へ３Ｒ（※）の推進を行っています。

（※）「３Ｒ」とは、Reduce（リデュース＝ゴミになるものを減らす）、Reuse（リユース＝一度だけでなく何度も使う）、Recycle（リサイクル＝再び資源として再生利用する）の三つの頭文字をとったものです。

○Reduce（リデュース）：ゴミの減量

使い捨てをやめ、ものを大切に長く使いましょう。

○Reuse（リユース）：部品などの再利用

液状のシャンプーや洗剤などは詰め替え用を活用し、容器を何度も使いましょう。

○Recycle（リサイクル）：原材料としての再生利用

スチール缶やアルミ缶、ペットボトル、牛乳などの紙パック、プラスチック製容器包装、新聞・雑誌、ダンボールなどは、分別して提出することによって、原材料として再生利用が進んでいます。（分別の仕方は市区町村によって異なります）

事業活動のあり方として、企業の環境問題に対する責任も大きくなっており、その取り組まなければならない理由として、以下のことが考えられます。

1． 企業活動が地球環境に大きな負荷をかけていること

2． 環境負荷を低減できる商品開発は、企業にしか出来ないこと

3． 環境配慮商品について消費者の支持が得られれば、企業利益につながること

4． 企業が社会的役割を果すことにより、社会的評価を得られること

5． 環境問題の取り組みをしない企業は社会的に生き残れないこと

この企業の取り組みを推進するために、私たち労働者も積極的に関わり、労使の取り組みとしていかなくてはなりません。

Ⅲ．フード連合として取り組む課題

１．食品リサイクルの推進

（１）私たちの認識
○食品廃棄物の発生抑制と減量化により最終的に処分される量を減少させるとともに、飼料や肥料等の原材料として再生利用するため、食品関連事業者（製造、流通、外食等）による食品循環資源の再生利用等を促進するため、食品リサイクル法が2001年に施行されました。

※食品リサイクル法の詳細は、資料１．

○この法律では、再生利用等を実施すべき量に関する目標2006年までに20%と定めています。

○わが国の食品産業から排出される食品廃棄物は年間で約1,100万トンです。食品循環資源の再生利用等の取り組み状況は、全国で37%となっているものの、個々をみると実施率20%の目標に達していない食品関連事業者もあります。目標に達していない事業者は達成に向けて、既に達成している事業者は実施率の維持向上に向けて取り組む必要があります。

○労働組合の役割である「経営へのチェック機能」を発揮し、食品循環資源の再生利用等の取り組みを経営へ投げかけるだけでなく、労使での取り組みとする必要があります。

○家庭から出るゴミの問題については食品リサイクル法には該当しないものの、食品関連産業に携わる労働者である私たちは、消費者の立場としてもその削減に取り組まなくてはなりません。

（２）具体的取り組み
○食品リサイクルに関する取り組みについて、労使で確認を行います。また、改善が必要な場合はその方策についても話し合っていきます。

＜参考ポイント＞

· 2006年度に食品廃棄物の再生利用等の実施率20%以上を達成できるか、達成していれば維持可能であるか。また、更なる改善は可能であるか。

· 食品廃棄物の発生量、再生利用等について記録が行われているか。また2001年度以降1年単位になっているか。

· 算出基礎となる資料は整理されているか

○食品の賞味期限・消費期限への理解を深める取り組みを行います。

· 賞味期限・消費期限の意味を自ら理解するとともに、家族・友人への理解も求めていきます。

· まだ食べられる食品の無駄な廃棄をなくすよう努めます。

○組合員一人ひとりが、食べ残しをできる限りなくしていくとともに、ゴミの減量に積極的に取り組みます。

· 調理の工夫をし、食べ残し、調理くずを削減します。

· 外食・中食でも食べきれる量を求めるようにします。

· 生ゴミの水切りを十分行い、ゴミ重量を減らします。

２．容器包装リサイクルの推進

（１）私たちの認識

○「容器包装リサイクル法」とは、容器包装廃棄物の減量化を狙い1997年4月から部分的にスタートし、2000年4月から完全施行されました。この法律により、事業者、消費者、市町村の役割分担が定められました。

　※「容器包装リサイクル法」の詳細は、資料２．

○「消費者の分別排出」「市町村の分別収集」「事業者再商品化」という役割分担の下で新たなリサイクルシステムを構築し、一般廃棄物の減量化、資源の有効利用に取り組んでいくことを基本としています。

《リサイクルシステムでの役割分担》







○私たちの日々の生活から出るゴミの中身を見ると、容器包装廃棄物が容積比で約62%（湿重量比で約24%）と高い割合を占めています。その中でも食品関連が約半数を占めると言われています。

○事業者の義務は、「利用した容器包装の量に応じて再商品化の義務を負う」としていますが、企業の社会的責任（CSR）の観点からも、企業は環境問題に積極的に取り組まなければなりません。

○労働組合の役割である「経営へのチェック機能」を発揮し、経営へ取り組みを投げかけるだけでなく、労使での取り組みとする必要があります。

○また、食品関連産業にかかわる労働者である私たちは、消費者の立場としても容器リサイクルに積極的に取り組んでいかなくてはなりません。

（２）具体的取り組み
○容器リサイクルに関する取り組みについて、労使で確認を行います。また、改善が必要な場合はその方策についても話し合っていきます。

＜参考ポイント＞

· 識別表示ルールを守っているか。

· 再商品化の義務がある事業者であるか。

· 再商品化のルートはどうなっているか。

· 再商品化義務量と再商品化委託料金はどうか。

· 容器包装帳簿を作成しているか。その帳簿は5年間保存されているか。

○フード連合加盟組合の先行事例を活用し、活動レベルを高めていきます。
· 事業所ゴミゼロ運動を推進します。

· 先行事例の共有化を進めていきます。

○組合員一人ひとりが、消費者としての役割であるゴミの分別排出（容器包装素材ごと）を行うよう働きかけていきます。

· 容器包装リサイクルの流れを確認します

· 容器包装リサイクル法の対象となる容器包装、識別マークを認識します。

· 自分だけでなく、家庭・職場・地域での取り組みに展開します。

３．グリーン購入の推進

（１）私たちの認識
○グリーン購入とは、製品やサービスを購入する際に、環境を考慮して、必要性をよく考え、環境への負荷ができるだけ少ないものを選んで購入することです。グリーン購入は、消費生活など購入者自身の活動を環境にやさしいものにするだけでなく、供給側の企業に環境負荷の少ない製品の開発を促すことで、経済活動全体を変えていく可能性を持っています。
○平成１３年４月から、グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）が施行されました。この法律は、国等の機関にグリーン購入を義務づけるとともに、地方公共団体や事業者・国民にもグリーン購入に努めることを求めています。

※「グリーン購入法」の詳細は、資料３．
· フード連合としても、産別として、労働組合として、消費者としてグリーン購入を進めていくことが必要です。

（２）具体的取り組み

○環境負荷のより少ない製品（エコプロダクツ）を開発・製造・販売していくことを経営側に働きかけていきます。
○フード連合、加盟組合で購入する製品やサービスは、環境への負荷ができるだけ少ないものを選んで購入します。
○組合員一人ひとりにも意義をしっかり伝えて、個人的にも取り組むよう働きかけていきます。

4． たばこを吸う人と吸わない人の共存する環境づくり　

（１）私たちの認識
○平成15年5月に健康増進法が施行され、国民の健康づくりと疾病予防の総合的な推進を図るための基本方針が定められました。

○それに伴い、受動喫煙防止の具体策として、公共の場における全面禁煙施設の拡大、歩行喫煙禁止などの喫煙エリアの拡大等が進められ、自治体によっては、区域内全面禁煙といった動きも出てきています。

※「地方自治体の取り組み」事例は、資料４．
○吸い殻等のゴミが落ちていないきれいな街づくりのために、またたばこを吸わない人に迷惑をかけずその健康をまもるために、吸う人の責任としてマナー・ルールを守ることが大事です。

○そのうえで、吸う人・吸わない人にとって快適な環境づくりのために、受動喫煙防止の具体策を進める中で、煙や臭いが漏れにくい喫煙指定場所の整備を進めていく必要があります。

（２）具体的取り組み

○吸う人・吸わない人にとって快適な環境づくりを労使で確認します。

○吸う人のマナー・ルールの徹底を目指していきます。

○受動喫煙防止の具体策を進める中で、煙や臭いが漏れにくい喫煙指定場所の整備等、吸う人・吸わない人にとって快適な環境づくりを、働きかけていきます。
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